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一
般
会
計
は
前
年
度
当
初
予
算
の
　
　

３
・
８
％
減

　
一
般
会
計
の
予
算
総
額
は
、
５
６
４
億

７
８
５
０
万
円
で
、
前
年
度
当
初
予
算
と

比
較
す
る
と
22
億
４
５
４
０
万
円
、
３
・

８
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
前
年
度
の
特
殊
要
因
で
あ
っ
た
奥
州
金

ケ
崎
行
政
事
務
組
合
の
ご
み
焼
却
施
設
長

寿
命
化
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
や
、
出
資

金
の
一
時
増
額
が
必
要
で
あ
っ
た
下
水
道

事
業
の
法
適
化
が
完
了
し
た
こ
と
、
予
算

編
成
に
お
い
て
前
年
度
か
ら
引
き
続
き
枠

配
分
方
式
に
よ
る
歳
出
規
模
を
抑
制
し
た

こ
と
に
よ
り
、
総
額
で
は
前
年
度
か
ら
大

き
く
減
少
し
ま
し
た
。
一
方
、
社
会
保
障

関
連
経
費
の
増
な
ど
の
要
因
も
あ
り
、
引

３
年
度
予
算
の
概
要

き
続
き
多
額
の
財
政
調
整
基
金
（
※
）
を

取
り
崩
し
て
の
編
成
と
な
り
ま
し
た
。

　
今
後
、
市
の
重
点
事
業
を
推
進
し
て
い

く
た
め
に
も
、
歳
入
の
確
保
や
経
常
経
費

の
削
減
を
進
め
、
財
政
健
全
化
に
取
り
組

ん
で
い
き
ま
す
。

※
年
度
の
収
支
差
額
の
一
部
を
積
み
立
て
、

年
度
間
の
財
源
調
整
を
図
る
た
め
の
基
金

【
歳
入
】

　
市
税
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感

染
拡
大
に
よ
る
影
響
を
反
映
し
、
前
年
度

と
比
較
し
て
７
億
９
５
２
４
万
円
、
６
・

０
％
の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
地
方
交

付
税
の
う
ち
普
通
交
付
税
は
、
税
収
減
に

よ
る
増
を
見
込
む
も
の
の
、
合
併
算
定
替

の
終
了
や
臨
時
財
政
対
策
債
へ
の
振
り
替


人
口
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
に
重
点
配
分

　
本
年
度
の
当
初
予
算
は
「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
定
着
」
と
「
行
政
経

営
改
革
の
着
実
な
推
進
」
に
努
め
る
こ
と
を
基
本
的
方
針
と
定
め
て
編
成

し
ま
し
た
。
人
口
減
少
対
策
や
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
な
ど
の
重
点

施
策
に
継
続
し
て
取
り
組
む
ほ
か
、
地
方
版
総
合
戦
略
事
業
を
見
直
し
、

当
市
の
魅
力
を
発
信
す
る
事
業
を
着
実
に
推
進
し
て
い
き
ま
す
。
こ
こ
で

は
、
市
の
基
本
的
な
業
務
を
行
う
た
め
の
予
算
で
あ
る
「
一
般
会
計
」
を

中
心
に
、
そ
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
＝
本
庁
財
政
課
財
政
係
（
☎
34-
１
７
６
６
）

え
分
が
増
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
微
減
、

特
別
交
付
税
は
奥
州
金
ケ
崎
行
政
事
務
組

合
が
実
施
す
る
ご
み
焼
却
施
設
長
寿
命
化

事
業
に
関
す
る
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の

減
な
ど
に
よ
り
、
11
億
５
８
５
２
万
円
、

６
・
０
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
ほ
か
、
寄
附
金
は
ふ
る
さ
と
応
援

寄
附
金
の
増
に
よ
り
１
億
７
０
１
０
万

円
、
39
・
５
％
の
増
、
繰
入
金
は
財

政
調
整
基
金
の
取
り
崩
し
の
減
に
よ
り

12
億
７
８
６
８
万
円
、
36
・
８
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

【
歳
出
】

　
義
務
的
経
費
は
、
扶
助
費
が
介
護
給
付

費
等
給
付
費
や
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
給

付
費
と
い
っ
た
社
会
保
障
関
連
経
費
の
伸

び
に
よ
り
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
人
件
費

や
公
債
費
の
減
に
よ
り
、
全
体
と
し
て
は

０
・
１
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
は
、
水
沢
中
学
校
校
舎
等

改
築
工
事
へ
の
着
手
、
工
場
な
ど
を
誘

致
し
雇
用
の
場
の
確
保
を
目
的
と
す
る

企
業
立
地
促
進
補
助
金
の
増
な
ど
が
あ

る
も
の
の
、
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計

画
個
別
施
設
計
画
の
策
定
状
況
を
踏
ま

え
事
業
を
厳
選
し
た
こ
と
な
ど
も
あ
り
、

４
億
４
１
５
５
万
円
、
12
・
１
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
他
の
経
費
で
は
、
物
件
費
が
ふ
る

さ
と
納
税
の
増
に
伴
う
ふ
る
さ
と
応
援
寄

附
業
務
代
行
委
託
料
の
増
や
、
本
年
度
に

行
わ
れ
る
衆
議
院
議
員
総
選
挙
お
よ
び
市

長
・
市
議
会
議
員
選
挙
な
ど
の
選
挙
事
務

費
の
増
に
よ
り
、
６
４
３
９
万
円
、
０
・

９
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
補
助

費
等
は
奥
州
金
ケ
崎
行
政
事
務
組
合
が
実

施
す
る
ご
み
焼
却
施
設
長
寿
命
化
事
業

に
対
す
る
負
担
金
の
減
、
補
助
金
、
負

担
金
の
市
全
体
の
見
直
し
な
ど
に
よ
り
、

16
億
８
０
７
４
万
円
、
13
・
８
％
の
減
、

投
資
お
よ
び
出
資
金
は
下
水
道
事
業
法
適

化
に
必
要
で
あ
っ
た
出
資
金
の
減
な
ど
に

よ
り
、
４
億
７
２
４
１
万
円
、
31
・
７
％

の
減
と
な
り
ま
し
た
。
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会計名 ３年度予算額 ２年度予算額 増減額
対前年度

伸び率（％）
３年度末

市債残高見込み

一般会計① 564 億 7,850 587 億 2,390 △ 22 億 4,540 △ 3.8 613 億 2,800

特
別
会
計

国民健康保険
事業勘定 107 億 5,241 107 億 6,271 △ 1,030 △ 0.1 -

直診勘定 1,716 1,735 △ 19 △ 1.1 1,600

後期高齢者医療 13 億 6,564 13 億  178 6,386 4.9 -

介護保険
保険事業勘定 128 億 7,884 125 億 4,288 3 億 3,596 2.7 -

サービス事業勘定 8,540 9,313 △ 773 △ 8.3 512

浄化槽事業 4億 3,156 4 億 1,250 1,906 4.6 13 億 1,007

バス事業 1億 1,693 1 億  972 721 6.6 1 億   72

米里財産区 1,016 1,591 △ 575 △ 36.1 -

工業団地整備事業 1億 8,214 1,610 1 億 6,604 1,131.3 2 億 2,750

小計（特別会計）② 258 億 4,024 252 億 7,208 5 億 6,816 2.2 16 億 5,941

企
業
会
計

病院事業
収益的支出 46 億 8,002 49 億 2,271 △ 2 億 4,269 △ 4.9 -

資本的支出 2億 4,514 2 億 2,414 2,100 9.4 8 億 4,018

水道事業
収益的支出 33 億  926 33 億 2,085 △ 1,159 △ 0.3 -

資本的支出 23 億 6,474 25 億 1,883 △ 1 億 5,409 △ 6.1 150 億  834

下水道事業
収益的支出 34 億 9,929 35 億 6,200 △ 6,271 △ 1.8 -

資本的支出 46 億 1,657 44 億 6,695 1 億 4,962 3.3 317 億 5,888

国民宿舎等事業
収益的支出 0 3 億 2,885 △ 3 億 2,885 皆減 -

資本的支出 0 0 0 0.0 -

小計（企業会計）③ 187 億 1,502 193 億 4,433 △ 6 億 2,931 △ 3.3 476 億  740

総計（①＋②＋③） 1,010 億 3,376 1,033 億 4,031 △ 23 億  655 △ 2.2 1,105 億 9,481

■３年度全会計予算額　（単位・万円）

【円グラフの用語解説】

○一般会計…福祉、教育、消防など広く住民に使

われる会計

○自主財源…地方自治体が自らの権限で収入でき

るお金（市税、使用料など）

○依存財源…国や県から入るお金（地方交付税、

国庫支出金、公債費など）

○義務的経費…支出が義務付けられていて、任意

に削減できない経費（扶助費、公債費、人件費）

○扶助費…社会保障の一環として、生活困窮者、

高齢者、子ども、障がい者などを支援するお金

○公債費…公共施設の整備や財源不足を補うため

に長期で借り入れたお金の返済金

○補助費等…市民や各種団体などに対する補助金

○投資的経費…道路や学校建設など社会資本形成

のために支出する経費

※収益的支出…公営企業の１年間の営業活動に係る支出
※資本的支出…公営企業の将来の営業活動に備えて行う設備投資に係る支出

一般会計の歳入

一般会計の歳出

※カッコ内の数字は構成比


